
山梨市商工会観光飲食サービス業部会 

地域活性化活動費助成事業 交付要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地域経済の活性化を目的とし、山梨市商工会の観光飲食サービス

業部会員（以下「会員」という。）で構成される、業界団体並びに任意グループ等（以

下「団体」という。）が実施する自主的な活動に対し、助成金を交付するために必要な

事項を定めるものとする。 

 

（助成対象者） 

第２条 助成金の交付先は、会員３名以上で構成される団体（以下「実施団体」）とす

る。 

 

（助成対象事業） 

第３条 助成金の対象となる事業（以下「助成対象事業」）という。）は、毎年度４月１

日から１月３１日までに完了する次のとおりとする。 

（１） 地域経済活性化の推進に関する事業 

例）売出し等の開催、共同プロモーション（チラシ・SNS 発信）、地域資源を

活用した商品開発・新メニュー開発、地域企業の成長に繋がる専門セミナー

の開催・勉強会の開催 等 

（２） その他、本事業の趣旨にふさわしいと会長が認める事業 

  

（助成対象経費） 

第４条 助成対象経費は、前述に規定する助成対象事業の実施に要する費用とし、次に

掲げる経費とする。 

（１） 消耗品費 

（２） 会議費 

（３） 印刷製本費 

（４） 通信運搬費 

（５） 広告料 

（６） 保険料 

（７） 使用料及び賃貸料 

（８） 材料費 

（９） 物品購入費 

（10）その他、会長が特に必要と認める事業経費 

ただし、次に掲げる経費は、助成対象経費から除くものとする。 

（１） 実施団体の維持・管理を目的とする運営費 

（２） 交際費 

（３） 設備費 

（４） その他、助成対象事業と直接関係しない費用 

 



（助成金の額等） 

第５条 実施団体が同一年度内に交付を受けることができる助成金の額は、助成対象経

費の合計額の３分の２の金額とし、50,000 円を限度とする。ただし、会議費のうち飲

食に要する経費については、一人当たりの上限を 3,000円とする。 

 本事業を実施する団体等は、次の書類を提出するものとする。 

（１） 交付申請書＜様式第１号＞ 

（２） 実施計画書＜様式第２号＞ 

（３） 収支予算書＜様式第３号＞ 

（４） 申請団体等の構成員名簿 

 

（交付決定） 

第６条 会長は、前条の規定に基づき助成金交付申請書（様式第１号）が提出された場

合、その内容を審査し、交付の可否を決定する。決定内容および条件については、助成

金交付決定通知書（様式第４号）により、申請した実施団体（以下「助成決定者」とい

う。）へ通知するものとする。 

 

（交付決定の取消等） 

第７条 会長は、助成決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、助成金交付の決

定を取り消し、又は既に交付した助成金の全部若しくは一部の返還を命ずる。 

（１）助成金を交付の目的以外の目的に使用したとき 

（２）偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けたとき 

（３）事業の実施方法が不適当なとき 

（４）その他この要綱の規定に違反したとき 

 

（実績報告） 

第８条 助成決定者は、助成対象事業の終了の日から起算して１箇月を経過した日又は

助成対象事業の終了の日が属する年度の１月３１日のいずれか早い日までに助成金事

業実績報告書（様式第５号）に、次の書類を添えて会長へ提出しなければならない。 

（１）収支決算書（様式第６号） 

（２）支払い内容が確認できる領収書等の写し 

（３）その他会長が必要と認める書類 

 

（助成額の確定及び助成金の支払） 

第９条 会長は、前条に規定する実績報告書を受けたときは、その内容を検査し、助成

金を交付すべきものと認める場合は、助成金の額を確定し、速やかに助成金額確定通知

書(様式第７号)により助成決定者に通知するものとする。助成金は、前項の規定により

交付すべき助成金の額を確定したのち支払うものとする。助成決定者は、前項の規定に

より助成金の支払を受けようとするときは、助成金請求書(様式第８号)を会長に提出し

なければならない。 

 

（補則）その他 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、会長が別に定める。 


